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（百万円未満切捨て） 

１．平成24年２月期第３四半期の連結業績（平成23年３月１日～平成23年11月30日） 

（１）連結経営成績（累計）                                                            （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 営業収益 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年２月期第３四半期 108,359 1.7 7,810 6.1 7,963 5.7 4,795 9.1

23年２月期第３四半期 106,497 － 7,364 － 7,532 － 4,395 －

 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益

 円 銭 円 銭

24年２月期第３四半期 300.08 －

23年２月期第３四半期 275.04 －

（注）平成22年２月期第４四半期より連結財務諸表を作成しているため、平成23年２月期第３四半期の対前年同四半期増減率の記載はしてお

りません。 

 

（２）連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％  円 銭

24年２月期第３四半期 92,180 67,601 71.2 4,108.43

23年２月期 86,918 63,285 70.8 3,851.90

(参考)自己資本 24年２月期第３四半期  65,660百万円 23年２月期  61,560百万円 

 

２．配当の状況 

 
年間配当金    

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計    

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭   

23年２月期 - 0.00 - 42.00 42.00   

24年２月期 - 0.00 -   

24年２月期(予想)   40.00 40.00   

(注)１．当四半期における配当予想の修正有無 ：無 

２．平成23年２月期 期末配当金の内訳 記念配当 ２円00銭 

 

３．平成24年２月期の連結業績予想（平成23年３月１日～平成24年２月29日） 

（％表示は、対前期増減率） 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 144,743 0.8 9,862 2.0 10,049 1.4 5,986 6.1 374.59

(注)当四半期における業績予想の修正有無 ：無 



 

４．その他  （詳細は、【添付資料】P.３「２．その他の情報」をご覧ください。） 

 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

 新規   社 (社名)  、除外   社 (社名)  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

 

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更 ：有 

② ①以外の変更 ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原

則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数(自己株式を含む) 24年２月期３Ｑ 15,990,827株 23年２月期 15,990,827株

②  期末自己株式数 24年２月期３Ｑ 8,855株 23年２月期 8,839株

③  期中平均株式数(四半期累計) 24年２月期３Ｑ 15,981,980株 23年２月期３Ｑ 15,982,026株

 

（※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示） 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商

品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続きは終了しておりません。 

 

（※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項） 

本資料に記載されている業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した予想であり、実際の業績等は今後さまざまな要因によって

記載の予想数値と異なる可能性があります。 
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間（平成23年３月１日～平成23年11月30日）におけるわが国経済は、東日本大震災の影

響で低下した生産が持ち直してきたものの、欧州の財政金融危機の影響による海外経済の低迷や円高傾向など、先

行き不透明な状況が続きました。 

このような環境の中、当社グループの中核である「株式会社サンエー」は、経営方針を「気づく力」とし、お客

様の価値観の変化、社会の変化に気づき応えることが信頼となることを再認識し、企業理念の浸透、七大基本（ク

リンリネス、鮮度と味、品揃え、価格、陳列技術、サービス、正しい表示）の徹底、既存店の活性化、効率化を図

るとともに商品力の強化、効率的な情報システム開発、人材力の強化（主体性をもって気づく、自分のこととして

考える人材づくり）を行い、顧客サービスの向上に努めてまいりました。 

店舗展開につきましては、４月に「うえばる団地店」（沖縄県那覇市）、８月に「Ｖ21食品館古謝店（旧 Ｖ21

こじゃ食品館）」（沖縄県沖縄市）の隣地に別棟（「薬マツモトキヨシ古謝店」、「ジョイフル古謝店」）、11月

に「Ｖ21食品館真嘉比店」（沖縄県那覇市）を新規出店いたしました。 

連結子会社の株式会社ローソン沖縄は、５店舗新規出店し、１店舗退店いたしました。 

販売の状況につきましては、台風による営業時間短縮等の影響があったものの、住居関連用品（家電商品除く）

及び食料品が堅調に推移した結果、既存店売上高前年同期比は0.5％増となりました。また、家電商品において

は、地上デジタル放送完全移行の需要等により第２四半期連結累計期間までは好調に推移いたしましたが、第３四

半期会計期間は昨年のエコポイント効果の反動により大幅な落ち込みとなりました。 

その結果、当第３四半期連結累計期間における営業収益（売上高及び営業収入）は1,083億59百万円（前年同期

比1.7％増）、営業利益は78億10百万円（前年同期比6.1％増）、経常利益は79億63百万円（前年同期比5.7％

増）、四半期純利益は退職給付制度改定益4億32百万円を特別利益に、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額1

億87百万円を特別損失に計上した結果、47億95百万円（前年同期比9.1％増）となりました。   

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して52億62百万円増加し、921億80百万円

となりました。主な要因は、現金及び預金が21億86百万円、商品及び製品が12億83百万円、有形固定資産が11億

51百万円増加したことによるものであります。  

負債は、前連結会計年度末と比較して9億46百万円増加し、245億78百万円となりました。主な要因は、買掛金

が11億97百万円増加したことによるものであります。 

純資産は、前連結会計年度末と比較して43億16百万円増加し、676億1百万円となりました。主な要因は、利益

剰余金が41億24百万円増加したことによるものであります。  

②キャッシュ・フローの状況  

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末よ

り81億86百万円増加し、205億22百万円となりました。 

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により得た資金は61億39百万円（前年同期比795.2％増）となりました。 

主な要因は、税金等調整前四半期純利益82億5百万円の計上、仕入債務の増加11億97百万円、法人税等の支

払額40億31百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により得た資金は33億85百万円（前年同四半期は89億95百万円の使用）となりました。 

主な要因は、定期預金の払戻による収入60億円、有形固定資産の取得による支出23億71百万円及び投資有価

証券の取得による支出3億円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

財務活動に使用した資金は13億38百万円（前年同期比15.9％増）となりました。 

主な要因は、長期借入金の返済による支出4億54百万円及び配当金の支払額6億69百万円であります。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成24年２月期の連結業績予想につきましては、平成23年４月13日付の平成23年２月期決算短信で発表いたしま

した連結業績予想から変更はありません。   

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



  

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

簡便な会計処理 

たな卸資産の評価方法 

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を一部省略し、第２四半期連結会計期間末

の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。 

  

固定資産の減価償却費の算定方法  

定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。   

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

（会計処理基準に関する事項の変更）  

資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。  

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益が11百万円、税金等調整前四半期純利益が1

億99百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は3億26百万円であ

ります。 

  

（表示方法の変更） 

四半期連結損益計算書  

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

  

（４）追加情報 

役員退職慰労金制度の廃止について 

平成23年４月25日の取締役会において、役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、平成23年５月25日開催の

定時株主総会終結の時をもって廃止いたしました。本制度の廃止に伴い、在任中の取締役及び監査役に対し、それ

ぞれ就任時から同定時株主総会終結までの在任期間に対応した役員退職慰労金を打ち切り支給することを決議して

おります。 

なお、支給の時期は各役員の退任時とし、第１四半期連結会計期間において、役員退職慰労引当金を全額取崩し

固定負債の「その他」に含めて表示しております。  

  

退職給付引当金  

平成23年６月１日付で退職給付制度のうち適格退職年金制度に係る部分について確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号 平成14年１月31日）を適用してお

ります。 

当該制度改定に伴い、退職給付制度改定益4億32百万円を特別利益に計上しております。 

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 20,522 18,336

売掛金 1,449 1,262

商品及び製品 9,655 8,372

原材料及び貯蔵品 198 188

その他 2,171 1,746

流動資産合計 33,998 29,906

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 17,843 18,083

土地 25,260 25,224

その他（純額） 3,867 2,511

有形固定資産合計 46,972 45,820

無形固定資産   

のれん 1,311 1,433

その他 327 325

無形固定資産合計 1,638 1,759

投資その他の資産 9,571 9,431

固定資産合計 58,182 57,011

資産合計 92,180 86,918

負債の部   

流動負債   

買掛金 7,754 6,557

1年内返済予定の長期借入金 585 585

未払法人税等 1,514 2,127

賞与引当金 1,859 878

商品券等回収損失引当金 22 25

その他 6,396 6,449

流動負債合計 18,133 16,623

固定負債   

長期借入金 1,363 1,817

退職給付引当金 1,546 1,914

役員退職慰労引当金 － 437

資産除去債務 336 －

その他 3,200 2,839

固定負債合計 6,445 7,009

負債合計 24,578 23,632



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年２月28日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,723 3,723

資本剰余金 3,686 3,686

利益剰余金 58,194 54,069

自己株式 △25 △25

株主資本合計 65,579 61,454

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 81 106

評価・換算差額等合計 81 106

少数株主持分 1,940 1,724

純資産合計 67,601 63,285

負債純資産合計 92,180 86,918



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年11月30日) 

売上高 101,203 102,800

売上原価 70,595 71,547

売上総利益 30,608 31,252

営業収入 5,293 5,559

営業総利益 35,902 36,812

販売費及び一般管理費   

給料 9,393 9,525

賞与引当金繰入額 1,634 1,859

退職給付費用 181 188

役員退職慰労引当金繰入額 25 10

減価償却費 2,193 1,989

のれん償却額 122 122

その他 14,986 15,306

販売費及び一般管理費合計 28,537 29,001

営業利益 7,364 7,810

営業外収益   

受取利息 50 46

受取配当金 12 8

債務勘定整理益 30 30

その他 144 118

営業外収益合計 237 204

営業外費用   

支払利息 40 32

商品券等回収損失引当金繰入額 7 8

その他 21 12

営業外費用合計 69 52

経常利益 7,532 7,963

特別利益   

退職給付制度改定益 － 432

特別利益合計 － 432

特別損失   

固定資産除却損 12 1

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 187

減損損失 － 1

特別損失合計 12 190

税金等調整前四半期純利益 7,519 8,205

法人税、住民税及び事業税 3,200 3,450

法人税等調整額 △317 △347

法人税等合計 2,882 3,103

少数株主損益調整前四半期純利益 － 5,102

少数株主利益 241 306

四半期純利益 4,395 4,795



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 7,519 8,205

減価償却費 2,193 1,989

のれん償却額 122 122

固定資産除却損 12 1

減損損失 － 1

賞与引当金の増減額（△は減少） 781 980

受取利息及び受取配当金 △62 △55

支払利息 40 32

退職給付制度改定益 － △432

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 187

売上債権の増減額（△は増加） △903 △187

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,003 △1,292

仕入債務の増減額（△は減少） △2,710 1,197

未払金の増減額（△は減少） △1,001 △599

預り金の増減額（△は減少） △761 156

その他 177 △136

小計 4,405 10,171

法人税等の支払額 △3,720 △4,031

営業活動によるキャッシュ・フロー 685 6,139

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △10,000 －

定期預金の払戻による収入 4,000 6,000

有形固定資産の取得による支出 △3,087 △2,371

投資有価証券の取得による支出 － △300

利息及び配当金の受取額 42 55

その他 49 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,995 3,385

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △454 △454

利息の支払額 △41 △32

リース債務の返済による支出 △68 △91

配当金の支払額 △589 △669

自己株式の取得による支出 △0 △0

少数株主への配当金の支払額 － △90

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,154 △1,338

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,464 8,186

現金及び現金同等物の期首残高 19,743 12,336

現金及び現金同等物の四半期末残高 10,278 20,522



該当事項はありません。   

  

該当事項はありません。  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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